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イギリス、カナダ間の 1957年のFTA協議とその挫折

ー地域化への対応と限界一

小川浩之＊

序論

1957年、イギリス政府はカナダとの二国間自由貿易地域(FTA)の形成を提案し、

カナダ政府と協議を行った。この FTA案とそれに基づく二国間協議の始点となっ

たのは、同年7月6日、カナダ首相ディーフェンベイカー(JohnG. Diefenbaker)が、

オタワでの記者会見で、カナダのアメリカからの輸入の15％をイギリスからの輸入

に転換することが彼の政府の「計画された目標」であると述べたことであった。こ

の発言の背景には、カナダ首相のアメリカヘの経済的依存に対する反発と帝国・コ

モンウェルスヘの愛着があったと考えられるが、短期間で15％もの転換を実現する

見通しがあったわけではなく、発言自体は問題が多いものだった。しかし、この発

言は、「母国」であるイギリスとの関係を再強化して「拮抗勢力」 (counterweight)とし

て用いることで、アメリカとの緊密ではあるが非対称的な相互依存関係に伴う不利

益を緩和し、カナダの独立性とアイデンテイティの維持を図ろうとする性質を帯び

たものであり＼それゆえに、カナダ、イギリス両国で大きな反響と期待を呼んだ。

そうした結果、イギリスのマクミラン (HaroldMacmillan)保守党政権は、イギリ

ス、コモンウェルス寄りの立場を取るカナダ首相のイニシアチブを挫くことを避け

るとともに、自国内の帝国・コモンウェルス支持派からの無策との非難を回避する

ために、この発言に積極的に対応する必要に迫られた。そのうえ、カナダ首相の発

言は、それが部分的にでも実現されるならば、イギリスの輸出（特に輸出によるドル
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獲得）の拡大につながるものであり、また、カナダとの関係を「拮抗勢力」に持つこと

で、同年10月から始まる西欧17カ国間の工業製品のFTA（以下、ヨーロッパFTA)設

立に向けた多国間交渉での自国の立場を強化できることも期待された。そして、イ

ギリス政府内でカナダ首相発言への対案が検討され、その過程で、アメリカでのコ

モンウェルス特恵制度の不評や関税と貿易に関する一般協定 (GATT)との整合性

も考慮に入れられた結果、GAIT第24条で積極的に認められており、アメリカ政府・

議会も反対しにくいと考えられた FTA案が浮上した。最終的に、顕著な貿易転換

を実現し得る唯一の現実的方法であり、また、仮にカナダ側に拒否されたとしても

カナダ首相の発言への積極的な対応を示したことにはなるとして、イギリス政府は

二国間 FTAを提案することを決定したら

本稿では、こうした経緯を踏まえた上で、イギリスの公文書館パブリック・レコー

ド・オフィス(PublicRecord Office, Kew : PRO)所蔵の未公刊のイギリス政府文書、

カナダ、アメリカの公刊一次資料（インターネットで公開されている資料を含む）を

用いて、イギリス、カナダ間の FTA案をめぐる協議とその挫折について、これまで

で最も詳細な検討を行う。また、外務省外交史料館所蔵の未公刊の日本政府文書、

イギリス、カナダの議会議事録、当時のイギリスの新聞などを用いて、同案に対する

第三国の反応とイギリス、カナダ両国内における反響についても考察する。

第 1章 非公式協議と情報の漏洩

イギリス政府内で英加 FTA案が採用された後の 9月9日～10日、エイモリー

(Derek Heathcoat-Amory)農漁業食糧相とリー(SirFrank Lee)商務事務次官がオタワ

を訪問し、カナダ側に二国間FTAを提案する意向を非公式に伝えた。しかし、イギ

リス側でもある程度は予想していたものの、カナダ側の反応は極めて消極的なもの

だった。確かに、カナダ側でも、ディーフェンベイカー発言がイギリス国内、特に保

守党内部（その支持者を含む）で大きな反響を呼んだことから、マクミラン政権は積

極的な対応を迫られ、何らかの大胆な提案を行うのではないかとの予測はあった30 

しかし、FTA案は、二国間で実質的に全ての貿易障壁を撤廃することを内容として

おり、カナダ側（具体的には、依然として発展途上にあり、関税による保護を必要と

していた同国の製造業）にとって最も厳しい提案であった。 9日の協議の際、ディー
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フェンベイカーは、 15％転換発言は「非常に一般的な目標」を想定したものだったと

弁明し、英加FTAによりカナダ産業が甚大な損害を被るとともに、アメリカや他の

コモンウェルス諸国から反発を招くことは受け入れ難いと主張した。同日、カナダ

閣僚・官僚との会合も開かれたが、カナダ側は、対米関係悪化への懸念から、イギリ

スからの輸入に与える特恵マージン(1932年のオタワ協定で定められたもので、こ

の場合、カナダ政府がGATTの下で最恵国待遇を保証した国々ーアメリカも含む

ーからの輸入に課す関税率とイギリスからの輸入に課す特恵関税率の差を意味す

る）を再拡大するという考えにも消極的な立場を示した。カナダ蔵相フレミング

(Donald M. Fleming)は、 15％転換発言を「幾分当惑させられるもの」とみなしてお

り、彼の周囲にそれを実現可能と考える者はいないように思われた。エイモリー

は、マクミランヘの書簡で、英加FTA案について、「この提案を行ったことで問題が

生じたとは思わないし、注意深く扱えば良い結果につながることもあり得るだろ

う。しかし、現在の状況でそれを売り込むことに完全に失敗したことは申し訳なく

思う」と記した4。カナダ側は、イギリス政府が、ケベック州モン・トランプランで

開かれる予定だったコモンウェルス蔵相会議(9月28日～10月1日）の前に非公式

に意向を伝えてくれたことには謝意を示したが、ディーフェンベイカーが貿易使節

団をイギリスに派遣するという考えに言及した以外には、何ら具体的なコミットメ

ントを見せなかったぢ

こうしたカナダ側の反応を受けて、イギリス政府は早々と方針の修正を余儀なく

された。 9月12日のイギリス官僚の会合では、英加 FTA案は脇に追いやられ、より

控え目な方法に取って代わられた。大蔵省の A•W ・フランス (A.W.France)は、 10

月上旬にオタワで行われる予定のカナダとの公式閣僚協議の場でFTA案を再び持

ち出しても成果は期待できないと指摘した。同じ理由から、イギリス政府の第一の

予備案となっていたパッケージ・ディール（カナダ側が特恵マージンの再拡大また

は再固定とポンド強化への貢献を行い、イギリス側が輸入数量制限を緩和するとい

うもの）もまた積極的に提示すべきでないとされた％関係省庁の事務次官級が集

まった会合では、 10月上旬の公式閣僚協議を、両国間の貿易を拡大するための「継続

的で長期に渡る努力の第一段階」に位置付けるべきとされたものの、英加FTA案と

パッケージ・ディール案がカナダ側に受け入れられる可能性が低いという点では、
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同様の指摘がなされた 1。この時期、イギリスのジョーンズ(AubreyJones)供給相が

オタワを訪問したが、その際には、カナダ政府が、軍事関連の政府調達先を部分的に

イギリスに転換するという考えについても積極的な行動を取る用意がないことが

判明した 80

こうした状況で、エクルス(SirDavid Eccles)商務相は、依然として大胆な提案を

行うことに熱心で、 FTA案が無理であればバッケージ・ディール案を持ち出すべ

きと考えていナジが、イギリス官僚の関心は、カナダ首相の発言に対するイギリス側

の対応をいかに「公表」するかという問題に移った。大蔵省のトレンド (BurkeTrend) 

は、「我々はこれ以降、我々の提案が行われたという事実とそれに対するカナダの態

度について公式に言及する方法に関して、カナダ側の同意を得ることに努力を集中

させるのが賢明ではないか。閣僚がディーフェンベイカーのイニシアチブに建設

的に対応したことを政府の支持者たちに納得させるためにも、このことは極めて重

要である」と記した図

ところが、G・チャーチル(GordonChurchill)カナダ貿易通商相（エイモリーらの

カナダ訪問の際にはオタワを離れており協議に参加していなかった）がイギリスを

訪問し、ディーフェンベイカーやフレミングと異なる立場を示したことにより、事

態は再び流動化する。 G・チャーチルは、 9月19日にイギリスのヒューム (Lord

Home)コモンウェルス関係相と会談し、英加FTA案について、実現までに長い時間

を要する上に幾つか条件を付けられるべきかもしれないが、想像力に富んだもので

あると評価した。彼はまた、同じ日に行われたエクルスとの会談の際、FTA案は「即

座に切り捨てられるべきでなかった。再びより注意深く検討するのが賢明だろう」

とし、同月 14日に外相に抜擢されたばかりのトロント大学前学長スミス (Sidney

Smith)も同意見だろうと述べた"。

9月19日のイギリス閣議では、カナダとの公式閣僚協議に向けた方針が議論され

た。そこでは、ソーニークロフト (PeterThorneycroft)蔵相が官僚の意見を受けて大

胆な提案を行うことに否定的な考えを示したが、エクルスは G・チャーチルとの会

談に言及し、非公式協議で示されたカナダ側の態度は決定的なものでない可能性が

あると述べた。そうした結果、閣議では、官僚らの慎重な意見は脇に追いやられ、カ

ナダ側と英加 FTA案についてさらに協議を行うことに前向きな方針が採用され
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た。そして、「我々がイギリス、カナダ間の貿易促進という継続的で長期的な努力に

原則的に取り組む用意があることを示すため、この提案が十分に知れ渡るよう努め

るべきである」と結論付けられた凡

英加FTA案に込められたこうしたやや戦術的な考慮は、9月25日付のマクミラン

の文書からも見て取ることができる。彼はそこで、カナダとの公式閣僚協議のコ

ミュニケで英加FTA案に言及できれば、それは、「プロパガンダの観点から見て我々

にとって決定的に重要である。それはビーバーブルックヘの完全な回答になる」と記

したむこの時期、カナダ出身で、ソールズベリ (LordSalisbury)らと並ぶ保守党内の

帝国・コモンウェルス支持派、反ヨーロッパ派の重鎮であったビーバーブルック

(Lord Beaverbrook)は、マクミラン政権がヨーロッパFTA案を通して欧州統合への

接近を図る際の大きな障害となっていた14。彼は、デイリー・エクスプレス、サン

デー・エクスプレス、イブニング・スタンダードの三紙を所有し、それらに「比類が

ない程の彼の個人的創造物で、社会的ゴシップから政治的主張に至るまで彼の気ま

ぐれを反映していた」＂とも批判されたように自らの意向を強く反映させることで、

イギリスの大衆ジャーナリズムに多大な影響を有しており、マクミラン政権にとっ

て特に警戒を要する人物であった。こうして、英加FTA案は、カナダ政府との非公

式協議が行われる前よりも幾分用心深く、そしてより戦術的な意図をもって、イギ

リス政府の方針として再び採用された。

ここで突如、英加FTA案に関する情報が新聞にリークされる状況が生じ、そのこ

とで、同案をめぐる事態は急速に、そして、それまで十分に想定されていなかった形

で展開を見せ始める。それまでは、駐英アメリカ大使館から国務省宛の電報の「イ

ギリス政府はほとんど情報を漏らしていない」＂という一節に見られたように、英加

FTA案に関するイギリス政府内の議論は極秘に進められ、カナダ政府との非公式

協議も当然非公開で行われていた。ところが、 9月27日のフィナンシャル・タイム

ズ紙上で、突然、ニューヨーク特派員の情報として、イギリス、カナダ両国が、カナダ

首相のイニシアチブを実現するため、二国間FTAとカナダの外貨準備の部分的な

ポンドヘの転換を予備的に検討していると報じられたのである＂。このリークは、

それまで公開されていなかった情報をかなりの程度まで正確に伝えていたため、イ

ギリス政府内では関係者による情報漏洩ではないかとの疑念が広がり、特に、コモ
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ンウェルス関係省のランボールド (H.A.F.Rumbold)は、コモンウェルス蔵相会議を

前にニューヨークに滞在していたエクルスの仕業でないかと推測した。イギリス

政府文書を見る限り、情報を漏らした人物を確定することはできないが、いずれに

せよ、このリークの結果、カナダ側は、（マスコミから質問を受けた場合）貿易転換と

いう自らのイニシアチブを実行に移すための対案への消極的姿勢を明らかにせざ

るを得ないと考えられたため、イギリス政府内では大きな懸念が生じた凡

実際、カナダ側にとって、こうした事態は、英加FTA案とそれに対するカナダ側

の消極的な反応を公表することにより、「イギリスは、カナダを犠牲にする形で、厄

介な国内状況を切り抜けようとする」のではないかという疑念'9を裏付けるものと

なった。フレミングは、後に回顧録で、イギリス側が、「初期の段階では最も厳格な秘

密事項として扱われるべきであったもの」を意図的にリークしたと非難している冗

そのうえ、イギリス、カナダ間で二国間協定が検討されているという情報の漏洩が、

9月28日から開かれるコモンウェルス蔵相会議での多国間協議に影響を及ぼすこ

とも懸念された。特に、カナダ側は、同会議で、ディーフェンベイカーが提案したコ

モンウェルス貿易経済会議(CTEC)開催への支持の取り付けを目指していたため、

そうした影響を回避する必要があった。実際、コモンウェルス蔵相会議で、イギリ

ス、カナダ両国代表は、他の諸国からの質問を受けた結果、不本意なものに終わって

いた非公式協議の内容について説明せざるをえない状況に追いこまれた。そこで

は、ソーニークロフトが、イギリス側が二国間貿易を増加させる一つの案として

FTAを持ち掛けたと説明したのに対し、フレミングは、同案はカナダ政府に非常に

深刻な困難を突きつけるという消極的な考えを示した＂。

フィナンシャル・タイムズ紙上のリークは、イギリスと非コモンウェルス諸国の

関係にも影響を及ぼした。まず、リークの当日に（国連総会に出席したニューヨー

クから）イギリス訪問(9月27日～10月1日）のためロンドンに到着した日本の藤山

愛一郎外相の反応が見られた。藤山は、 9月30日午前にロンドンで行われたボー

ン・モーガン(JohnVaughan-Morgan)商務担当国務相との会談で、「若し新聞に伝え

られるところが事実なりとせば日本の対カナダ輸出は右により阻害される惧れあ

り、かつ日本の対加入超は著しいものがあったところ、最近漸く日本の対加輸出が

伸び始めている際だけに憂慮に堪えぬ旨」を伝え、「いずれにせよ英国カナダ両国交
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渉の過程において種々率直な見解を述べる機会を得たい」とした汽藤山はまた、同

日午後のロイド (SelwynLloyd)外相との会談でも、英加FTA案について、日本は「そ

の発展に深い関心を持つ」とし、カナダのアメリカからの輸入の削減分を日英両国

に振り分けるのが望ましいとも述べた”。

藤山のこれらの発言の背景には、以下の二つの要因があったと考えられる。第一

に、彼は、日本航空会長、経済同友会代表幹事、日本商工会議所会頭などを経て、岸信

介首相の熱心な要請により、第二次岸内閣に民間から入閣しており＂、就任時の会見

でも「経済外交については経済問題の知識も経験も相当あると思っているから、こ

れまでの考えを実行に移すつもりだ」”と抱負を語ったように、経済問題に熱心な外

相であった。第二に、当時、多くの先進国を含むGATT締約国（日本を除く全締約

国33カ国中14カ国）が GATT第35条を援用して日本への最恵国待遇の供与を拒ん

でいたが、カナダは、日加通商協定の締結(1954年3月31日）に加えて、日本のGATT

正式加入(1955年9月IO日）当初から日本と GATT関係に入った締約国(19カ国）の

一つであり、日本の輸出産業が平等な基盤で参入できる貴重な海外市場となってい

た26。それゆえに、カナダ市場におけるイギリスの立場（既にオタワ協定により特恵

待遇を享受していた）をさらに有利なものにすることになる英加PTA案は、日本側

にとって簡単には受け入れ難い内容を含んでいたといえる。

西欧諸国の間でも、西ドイツ、オランダ両国政府から、英加FTA案の意図と内容

について、イギリス政府に質問が行われた”。なかでも、最も強い反発を見せたの

は、フランス政府であった。駐英フランス大使館のボーリュ (LeroyBeaulieu)は、A・

W• フランスとの会談で、英加 FTA 案はイギリスがヨーロッパの一部となること

を未だに躊躇していることを示しており、ヨーロッパに悪い印象を与えていると述

べた冗そして、 1958年6月1日にフランス首相に復帰することになるドゴール

(Charles de Gaulle)も、イギリス政府がコモンウェルスとの関係を維持したままで

欧州統合への接近を試みることに批判的な立場を取っていたことから”、こうした

事態は、コモンウェルスとヨーロッパの間でバランスを取りつつ、欧州統合への漸

進的な接近を進めるというマクミラン政権の方針が多くの困難に直面することに

なることを示唆するものでもあった。

以上ように、英加FTA案は、カナダ政府との非公式協議、 G・チャーチルの訪英
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を経て、イギリス閣議(9月19日）で、カナダ側との公式閣僚協議に向けた第一の提

案として了承された。ところが、その後、同案をめぐる情報の突然のリークにより、

イギリス政府は、カナダ、そして他の諸国との関係において、様々な困難を突きつけ

られることになる。しかし、エクルスの個人的判断に基づくと思われる情報漏洩に

より、イギリス政府は、（同政府文書からは、実際に情報を漏らした者の意図を特定

することはできないが）結果的に、カナダ首相発言への積極的な対応を公表すると

いう、英加 FTA案の二次的ではあるがより現実的な目的を果たす形にはなったの

である。

第2章公式閣僚協議と FTA案の挫折

コモンウェルス蔵相会議の終了後、 10月2日～4日に、イギリス、カナダ間の公式

閣僚協議がオタワで開かれた。まず、 2日午前の会合で、ソーニークロフトは、顕著

な貿易転換を実現し得る唯一ではないが最善の方法として英加 FTA案を提示し、

カナダ政府に真剣な検討を求めた。しかし、ディーフェンベイカーは、同案は貿易

自由化の負担を一方的にカナダ側に負わせるもので、彼の立場を非常に困難なもの

にすると反論した。彼はまた、議会で過半数を確保するために早期の解散・総選挙

を考えていたが、その際に英加 FTA案が国内製造業の反発を呼ぶことへの懸念を

示した。フレミングは、彼らの立場が非公式協議の時から変わっておらず、FTA案

は全く受け入れ難いという考えを強調した。 G・チャーチルも、FTA案を長期的目

標として受け入れることはできるのではないかとしつつも、「現時点ではあまり

突っ込んだ議論をしない方が賢明だろう」と述べるにとどまっ、た。最後に、ディー

フェンベイカーが、イギリスとカナダの間で二国間の FTAを進めると他のコモン

ウェルス諸国の反発を招きかねないため、カナダ側としては、同案に関する決定を

（彼が非常に重視しており、直前のコモンウェルス蔵相会議で翌年にカナダで開か

れることが決まった）CTECの後まで延期したいと述べ、当面は即座に実施できる

より限定的な方法に力を注ぐ方が良いという考えを示した30。同日午後にも、両国

の閣僚・官僚の会合が行われた。そこでは、カナダの政府調達先の変更、イギリス

からの輸入に与える特恵マージンの再拡大・再固定といった両国間の貿易を拡大

するための様々な方法が議論されたが、具体的な合意が得られたのは、カナダ貿易
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使節団の訪英（同年11月）だけにとどまった＂。

10月3日午前の会合では、議論の焦点は翌日発表されるコミュニケの内容に移っ

た。その後、（当初の予定にはなかったが）カナダの閣議で、英加FTA案への対応が

再度検討された。そこでは、イギリスの提案を完全に却下するのは賢明でないとさ

れたものの、英加FTA案が「深刻で複雑な問題と困難を引き起こす」ことをコミュ

ニケに明記すべきであり、また、コミュニケで同案への言及を排除できればなお良

いという意見が出されるなど、消極的な姿勢が大勢を占めた汽約4時間に及ぶ力

ナダ閣議が終わった後、午後10時に両国間の閣僚協議が再開した。そこでは、ディー

フェンベイカーが、次の総選挙に勝利すれば英加FTA案を考慮することも可能に

なるとして、後の段階で再検討する可能性を残したものの、現時点ではカナダ閣僚

の多数は同案に反対していると述べた。そのうえで、彼は、最終コミュニケで英加

FTAに一切言及すべきでないという考えを示した。イギリス側もこれには強く反

発し、両者の間で深夜に及ぶ激しい議論が交わされたが、最終的には、コミュニケ

で、イギリス政府はカナダ側に英加FTAについて意見を求めなかったと記すこと

で妥協がなされた。この妥協の利点は、イギリス側としては、カナダとの公式協議

で英加FTAが議題に上ったことを示すことができ、カナダ側としても、同案を受け

入れたか否かというマスコミの質問に悩まされずに済むという点にあった。カナ

ダ側への同様の配慮から、コミュニケでは、パッケージ・ディール案の一部を構成

した特恵マージンの再拡大・再固定には一切言及しないことになった”。結局、最

終コミュニケでは、英加FTA案について、「イギリス閣僚は、彼らの提案は長期的性

格のものであり、 12年から15年の期間を経て完全に実現されることを強調した。イ

ギリス閣僚は、ごの提案が深刻で複雑な問題と困難を提起することを認識してお

り、提案の長期的性格を考慮に入れ、カナダ閣僚に対して彼らの考えを表明するよ

う求めなかった」と記された。そして、具体的な方策としては、①カナダ政府調達の

見直し、②海外に渡航するカナダ国民に対する免税規定の改訂、③カナダ貿易使節

団の訪英という控え目なものが列挙されるにとどまった叫

こうして、 IO月上旬の公式閣僚協議の結果、英加FTA案は、イギリス政府の正式

な方針として採用されてからわずか 1カ月余りで大きく勢いを失うことになった。

もちろん、公式閣僚協議では、カナダ政府は同案を正式に拒否したわけではなく、次
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期総選挙または CTECの後まで考慮を延期したに過ぎなかった。また、その後も、

しばらくの間、イギリス政府内では、同案について引き続き議論が行われた。しか

し、カナダ側の消極的な姿勢が大きく変わることはなく、翌年3月31日の総選挙で

進歩保守党が265議席中208議席を得る歴史的勝利を治めたー自由党は、わずか49議

席にとどまったーものの、それ以降も、英加FTA案が両国政府間で再び本格的に議

論されることはなかった”。

こうした結末は、イギリス側にとって不本意なものであった。確かに、イギリス

政府内でも英加FTA案だけが検討の対象となったわけではなかったし、カナダ側

の反応についても常に懐疑的な見方が存在していた。しかし、イギリス政府は、カ

ナダ首相のイニシアチブを受けて、顕著な貿易転換を実現し得る最も建設的な提案

として英加FTA案を採用したのであり、カナダ側による実質的拒否は、エクルスの

ように同案に非常に熱心だった者だけでなく、その実現可能性に関してより慎重な

見方をしていた閣僚・官僚にとっても不満が残るものとなった。また、 10月23日に

カナダ下院で、野党（自由党）議員の質問を受けたフレミングが、エイモリーが9月上

旬にオタワを訪れた際、後の段階で英加FTAを提案する可能性に「非常に軽く触れ

た」と述べるなど、同案をめぐる両国間の非公式協議の内容を部分的にではあった

が明らかにしたことも、イギリス側を苛立たせた。この質疑に関する報告書を読ん

だマクミランは、「フレミングは非常に信用ならない人物に違いない」と欄外に走り

書きを残している”。カナダ側の消極的姿勢が変わらないことから、12月19日のイ

ギリス下院では、バーチ(NigelBirch)経済担当大蔵国務相が、「この提案は、イギリ

ス側に関する限り依然として開かれている。カナダ政府は、この長期的提案が行わ

れて以来、これまで、何らかの最終的な見解を形成するための時間を相対的に十分

持つことができていない」と苦しい説明を強いられることにもなった”。

ディーフェンベイカーの貿易転換発言に端を発する一連の事態は、カナダ国内で

も、野党に格好の批判の材料を提供した。例えば、自由党の有力議員で1963年以降

は外相を務めることになるマーティン(PaulMartin, Sr.）は、政府の政策について、カ

ナダ国民のイギリスやコモンウェルスに対する親近感を利用しておきながら、自ら

への政治的リスクや一部の支持者の不利益が表面化すると尻込みしたとして痛烈

に批判した。ただし、 1958年1月に自由党党首に選出され、後に首相も務めるピア
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ソン(LesterB. Pearson)は、政府の不手際を批判しつつも、グリーン(HowardGreen) 

公共事業相から英加FTA案を支持するのか否かと問い返されると、一転して明確

な態度を示すことを避けるなど、野党側でも中途半端な対応が目立った叫

こうした結果、イギリス側にとって、カナダ首相の発言への積極的対応を示すこ

とができた以外には、 1957年11月21日～12月18日にカナダ貿易使節団が訪英したこ

とがほぼ唯一の目に見える成果となった。フレミングが「これまでにこの国から派

遣された中で最も重要な貿易使節団」”と評価した同使節団は、G・チャーチルが団

長となり、カナダの連邦・州政府代表、財界・農業団体・労働組合の代表など57名

で構成された。この貿易使節団は、団長自身が、カナダ議会で、「イギリスであらゆ

る予想を超えた成功を収めた」と自画自賛したように、イギリス各地の訪問先で大

きな歓迎を受け、両国間の主に民間レベルの関係を深めることに貢献した。しか

し、それは、いかに注目を集めたとしても、他のより積極的な措置と組み合わされな

い以上、貿易拡大という目的には限定的な効果しか持ち得ないものだった内

イギリス政府にとって、英加FTAを提案することで達成しようとした目的の多

くが裏目に出たことも大きな誤算となった。第一に、同案の背景には、イギリス、コ

モンウェルスとの関係を重視するカナダ首相のイニシアチブを挫折させるのは得

策でないという考慮があったが、結局、カナダ側から見られたのは賛意や歓迎では

なく、困惑と反発であった。第二に、カナダ首相のイニシアチブヘの積極的な対応

を示すことで、国内の帝国・コモンウェルス支持派の非難を避けるという目的もま

た、十分達成されたかどうかは疑問が残る。例えば、当時のイギリスの新聞では、 10

月1日のフィナンシャル・タイムズが、英加FTA案について、（イギリスが結節点

となる形で）ヨーロッパとコモンウェルスのより緊密な経済関係の構築に貢献する

のであれば価値があるだろうと論じたように、好意的な論調も見られた叫しかし、

同日のイブニング・スタンダードは、カナダのノバ・スコシア州に滞在中のビー

バープルックのインタビューを、「自由貿易案は罠である」という見出しで掲載し

た。そこでは、英加FTA案について、「その提案の目的は、帝国貿易をヨーロッパ自

由貿易運動の犠牲にしてはならないという我々の帝国支持派の批判を無力化する

ことにある。いまや、イギリス政府は、カナダによる帝国自由貿易の拒否により、

ヨーロッパ自由貿易に代わるものはなくなったと言うのであろう」との批判が展開
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された420

第三に、 8月22日のイギリス閣僚会合で、英加FTA案は「その経済的利点ゆえに

我々の利益となるばかりでなく、ヨーロッパFTAに向けた交渉において我々の助

けにもなる」とされた“ように、同案を通してイギリスのヨーロッパでの交渉上の立

場が強化されることも期待されたが、特にフランス政府が強い反発を見せたことか

ら、それもまた裏目に出ることになった。カナダ首相の貿易転換発言とイギリス政

府の英加FTA提案は、ヨーロッパ諸国、特にフランス政府に対してイギリスの欧州

統合への関与の不十分さを印象づけ、また、イギリスが提案するヨーロッバFTAは

より広い範囲の貿易自由化につながり、欧州経済共同体(EEC)6カ国の枠組みで進

められようとしていた統合を阻害しかねないという懸念を与えた。フランス情報

相スーステル (JacquesSoustelle)は、 1958年11月14日の記者会見でヨーロッバ FTA

案を実質的に拒否する発言をした際、同案が共通城外関税(CET)と経済・社会分野

の平準化(hannonisation)を欠くことをその理由に挙げた。それまでに、フランス政

府は、EEC設立条約（ローマ条約）の調印(1957年3月25日）に至る過程で、EEC内の

競争条件を平等に近づけるために「社会的負担」の平準化を求め、最終的に、男女賃

金の平等化と有給休暇の調和、時間外労働報酬の不平等により損害を被る産業部門

へのセーフガード条項の制度化、輸出補助金・輸入特別税の維持などに成功してい

た。しかし、ヨーロッパ FTA案は、 CETを設定せずに第三国からの輸入に対する

関税率の設定を各国の裁量に委ねることに加えて、経済・社会分野の平準化も伴わ

ないものであった。それらは、イギリス政府にとってはコモンウェルス特恵制度と

経済・社会政策の自律性を維持するために譲れない条件であったが、フランスの利

益とは相容れないと主張されたのであった440

以上のように、英加FTA案は、それ自体が早々と棚上げされた上に、マクミラン

政権が同案に込めた目的と期待の多くが裏目に出たことで、狭い意味でも、広い意

味でも挫折したという評価を免れ得ないものとなった。確かに、その後、カナダ貿

易使節団の訪英に続き、 1958年5月には、イギリスのドル輸出理事会代表団がカナ

ダを訪問するといった動きも見られた。しかし、当時、カナダ経済はアメリカでの

景気後退の影響もあって減速の度合いを強めており、カナダ政府は、国内製造業を

圧迫することになるイギリス製品の輸入拡大について、それ以上の積極的措置を取
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ることを躊躇した“。結局、英加FTA案の成果は、非常に限定的なものにとどまっ

たと言わざるを得ないだろう。

結論

英加FTA案が早々と棚上げされた背景には、イギリス政府が、カナダにおける保

護主義的な圧力の強さを認識しつつも、それを過小評価していたことがあった。当

時、カナダ政府は依然として国内製造業を保護する必要に迫られており、また、同国

の経済自体も景気後退の局面を迎えていた。他方、イギリス政府は、第二次世界大

戦後の相対的に保護主義的な通商政策から脱却し、ヨーロッパとカナダとの二つの

FTAにより大幅な貿易自由化に踏み出そうとしていた。 1950年代、西欧諸国間で

は貿易自由化の動きが徐々に進んでいたが、工業化の途上にあったコモンウェルス

諸国、特にイギリスにとって重要な貿易相手であった旧自治領諸国（カナダ、オース

トラリア、ニュージーランド、南アフリカ連邦）では輸入代替化と保護主義の強まり

が見られた（その結果、コモンウェルス諸国の製造業は徐々にイギリス製品に対す

る競争力を強め、従来の垂直分業的な貿易構造に修正を迫ることにもなった）46。そ

うした傾向を顕著に示した英加FTA案の挫折は、イギリス政府にコモンウェルス

諸国との通商関係への懐疑的な見方を強めさせ、同政府による第一回EEC加盟申

請(1961年8月10日）につながる相対的なコモンウェルス離れとヨーロッパヘの接

近を促す一つの背景にもなった。

カナダ首相の貿易転換発言とイギリス政府の英加FTA提案は、両国間の貿易拡

大とともに、北アメリカと西ヨーロッパ双方における地域化(regionalisation)の影響

の緩和を狙ったものであった。確かに、カナダ政府にイギリスとの大幅な貿易自由

化を受け入れる用意がなかったのは事実だが、貿易関係を再び多角化することで

「拮抗勢力」を確保し、対米依存を軽減する必要があるという考えは概ね真剣なもの

だった。カナダ政府はまた、欧州統合の動きが進むことに対して、それが自国の輸

出産業に打撃を与えるだけでなく、カナダにとってアメリカ以外の選択肢を狭める

ことになるという理由からも不満を強めていた”。1957年5月の英加間の経済問題

に関する協議の際、カナダ側からは、北アメリカ、ヨーロッパのいずれかで「大陸主

義」 (continentalism)の強まりがみられた場合、カナダは他のほとんど全ての国より
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も深刻な被害を受けるという懸念が示された48。他方、イギリス側としても、カナダ

が自国から距離を置き、対米依存を深めていく状況は一それは多かれ少なかれイギ

リスの相対的衰退の産物であったのだがーやはり望ましいものではなかっただろ

う。また、イギリス政府は、（英加FTAとEEC／ヨーロッバ FTAを相互に相容れな

いものと捉えてはいなかったが）ヨーロッパにおける地域化（特に6カ国による欧

州統合）の進展に対して何らかの「拮抗勢力」を持つことは望ましいと考えていた内

イギリス、カナダ間には、相互の関係を再強化することにより、大西洋両岸における

地域化の進行に対応するという共通の目的が存在したといえる。

しかし、両国のイニシアチブは、当時の現実に照らし合わせると、やはりナイーブ

なものであり、ほとんど成果を生むことなく終わった。ディーフェンベイカー発

言から英加FTA案の挫折に至る過程は、地域化への対応に対する強い期待・要請

とともに、それを実行に移すことの限界を示すものであり、結果的に、イギリスは

ヨーロッパでの統合以外の選択肢を失いつつあり、カナダはアメリカとの非対称的

にならざるを得ない相互依存に深く組み込まれている現実を浮き彫りにすること

になった。その後、イギリスは1973年1月1日に欧州共同体(EC)に加盟し、カナダ

は1989年1月1日に米加自由貿易協定を発足させることになるが、特に、カナダで、

進歩保守党のマル）レーニー (BrianMulroney)政権が他ならぬアメリカとの FTAの

形成を推進したことは、 1957年当時の議論を振り返ると、ある種の皮肉さえ感じさ

せるものであった。他方、イギリスについて見ると、英加FTA案をめぐる事態は、

同国のその後の対外政策の転換が一筋縄ではいかないことを示唆するものでもあっ

た。まず、英加FTA案の形成過程は、イギリス政府がヨーロッパに接近しようとす

る際に国内の帝国・コモンウェルス支持派への配慮が欠かせないことを示してい

たが、マクミラン政権がその後も同様の配慮を強いられたことによってイギリスの

第一回EEC加盟申請は条件付きのものとなり”、そのことが、結果的にドゴールに

よる拒否を許す一因にもなった。また、イギリス政府が、EECへの加盟申請に向か

う前にヨーロッパとカナダとの二つの FTAの形成を追求したことは、相対的に閉

鎖的で超国家主義的な欧州統合への消極性という、今日まで見られるイギリス対外

政策の特質を窺わせるものでもあったのである。
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The Negotiations on Britain's Bilateral FTA proposal with 

Canada and its Failure, 1957 

Hiroyuki OGAWA* 

This paper examines the process of the negotiations between the British and Canadian 

Governments on Britain's Anglo-Canadian FTA proposal and its eventual failure. 

In July 1957, John Diefenbaker, the Canadian Prime Minister, announced that it was 

his Government's "planned objective" to divert 15% of Canadian imports from the United 

States to Britain. On the British side, several counter-proposals were contemplated but an 

Anglo-Canadian FTA was eventually adopted as a two-tier strategy. First, it would, if 

accepted by the Canadians, bring about substantial trade diversion and the expansion of 

Britain's export dollar earnings without any breach of international obligations. Second, 

even if the Canadians (as predicted by certain numbers of British ministers and officials) 

reacted unfavourably, it would still be possible to demonstrate, mainly to Britain's own 

"imperial-minded men and women", that the British Government reacted positively to 

Diefenbaker's initiative. 

In early September, British delegation visited Ottawa to infonnally infonn the 

Canadian Government of Britain's intention to propose a bilateral FTA. Canadian reactions 

were, though expected to some extent, seriously cool. The Canadian side, including 

Diefenbaker himself, was reluctant to accept the British proposal. However, later in the 

month, a different attitude was adopted by Gordon Churchill, the Canadian Minister of 

Trade and Commerce, who claimed that the FTA proposal "ought not to have been killed 

* Research Associate, Kyoto University 
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out of hand and that it would be right to look at it again much more carefully". The British 

side was confused by Canada's divided position, but an Anglo-Canadian FTA was again 

adopted as its first proposal, though more carefully and with a more tactical purpose of 

placating its own imperialists. 

However, Britain's efforts were disrupted by the premature leaking to the press. This 

leakage caused substantial frustration among the Canadians, who would, if asked, have to 

reveal their negative attitude towards Britain's counter-proposal. Aiichiro Fujiyama, 

Japanese Foreign Minister, made some cautious noises, concerning the proposal's possible 

negative impacts on Japanese exports to Canada. The sudden news also affected Britain's 

relations with other European countries. In particular, the French seem to have been most 

frustrated by Britain's attempt to make a Commonwealth (not European) deal. However, 

there was at least one positive result of the leakage, i.e., the British Government could 

publicise its positive response to Diefenbaker's initiative. 

Fonnal Anglo-Canadian ministerial discussions took place in early October. However, 

the British delegation could not change Canada's negative attitude, and it was finally agreed 

by both sides merely to explain in the communique that the British Government, in view of 

the long-tenn nature of the proposal, had not asked the Canadian Government to express 

their view on a FTA. The advantages of this solution were that the British side could show 

that they did discuss the proposal in the fonnal ministerial meeting and that the Canadian 

side did not have to stipulate whether they accepted the proposal or not. As a result, only 

several modest measures to boost Anglo-Canadian trade were mentioned in the 

communique. 

Thereafter, the Anglo-Canadian FTA proposal significantly lost momentum and was 

never again seriously put on the agenda between the two Governments. Consequently, the 

British Government could achieve little more than its tactical objective of demonstrating 

that it did in fact take up Diefenbaker's initiative. Canada's reluctance towards trade 

liberalisation with Britain caused substantial disappointment in the British Government. 
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The British side noticed but still underestimated the degree of protectionism in Canada, 

which was not only on the way to industrialisation but also suffered from an economic 

slowdown in 1957-58. Both Diefenbaker's statement and Britain's FTA proposal reflected, 

at least in part, their desire to mitigate the impact of growing regionalisation in North 

America and Western Europe respectively. Thus, the failure of these efforts demonstrated 

that Britain was gradually losing alternatives to regional integration in Europe and Canada 

was increasingly enmeshed in unsymmetrical interdependence with the United States. This 

can be recognised as one of the backgrounds to Britain's subsequent movement towards its 

more or less reluctant applications, and eventual ent巧，tothe European Community. 
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